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鉄鋼産業における 日米合弁企業の展開

石 川 康 宏

1は じ め に

1984年,NKK(日 本 鋼管)がNII(ナ シ ョナル ・インターグル ープ)か

らの株 式買収 によって,ナ シ ョナル ・スチ ールへの資本 参加 を果 た して以降

日本大手鉄鋼資本は鉄鋼 の在 米生 産 を目的 とした対 米進出 を次 々 と果 た した。

これは,日 米鉄鋼資本 に よるアメ リカ鉄鋼 市場 の分 割が,単 に貿易一 それ も

政治的 に管理 され た貿易 一 をつ うじて行 われ るにと どま らず,同 時 に,ア メ

リカ国 内で鉄鋼生産 を行 う日米鉄 鋼資 本相 互の直接的 な競争関係 をつ うじて行

われ るようにな った ことを意 味 してい る。

日本鉄鋼資本 の在 米鉄 鋼生 産は,そ のすべてが アメ リカ鉄鋼資本 との共 同事

業 として行 われ てい る。 ナ シ ョナル ・スチ ール にたいす るNKKの 資 本参 加を

除 いて,新 日本 製鉄 とインラン ド ・スチ ール,住 友金属工業 とLTV,川 崎 製

鉄 とア ームコ,神 戸製鋼 所 とUSXは,い ずれ も新規 に合弁企 業を設 立す るこ

とをつ うじて,鉄 鋼 生産 を行 うものである1,。 単独進 出の例 を もたない とい う

点 は,各 種産業資本 の対米進 出における鉄鋼資本 の一つの特徴 とい える2)。 本

.

(

D日 米鉄 鋼資本 による鉄鋼生産 を 目的 とした共同事業には,他 に,川 崎製鉄 に よる カリフォルニ

ア ・スチールへの資本参加(1984年),日 新製鋼 とホ ィー リング ・ピッツバー グとの合弁(1984

年)な ど,い くつかの事例 をあげ るこ とがで きるが,本 稿ぽ,基 本的 な分析対 象を,日 米 の大手

鉄鋼 資本相互の提携 であるこれ らの例 に限定 している。尚,1980年 以降 のアメ リカ鉄鋼資 本 と外

国資本 との アメ リカ国 内における鉄鋼.合弁事 業の一覧が,後 述 のデ ビッ ト・カ ンター 「米 国鉄鋼

業への海 外投資」 に掲載 されてい る。

2)日 興 リサ ーチ センター 『日本企業 「海 外進 出地 図」の読み方』(PHP研 究 所,1990年)が,

日本企業の産業別海外進 出例 として,自 動 車,家 電,産 業用 エ レク ト・ニ ク入 精密機械,一 般

機械の各種産業 を検討 しているが,主 要企業の対米進 出形態が いず れ も現地 資本 との合弁 企業の

設立 である とい う産 業はない。
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稿 の 課 題 は,こ れ ら 日 米 合 弁 企 業 の 設 立 を つ う じ た 日米 鉄 鋼 資 本 提 携 の 現 状 と

そ の 基 本 的 特 徴 を 明 ら か に す る こ と に あ る3)。

口米.合 弁 企 業 の 設 立 そ れ 自 体 が 最 近 の 出 来 事 に 属 す る た め,こ れ を 研 究 の 主

題 と し た 論 文 は 少 な い 。 学 術 論 文 と し て は,レ オ ナ ル ド.H・ リ ソ 「ア メ リ カ

に 進 出 す る 目木 鉄 鋼 業 」 と,同 じ 著 者 に よ る"Mα 碗 παオ加adJointVentures

inTheSteelIndustry',が あ る 程 度 で あ る4)。

リ ン は,こ れ ら の 論 文 の 中 で,ア メ リ カ 鉄 鋼 資 本 に と っ て の 合 弁 企 業 設 立 の

意 義 に つ い て,次 の よ う に 述 べ て い る 。 「米 国 鉄 鋼 業 へ の 日本 の 参 入 に 対 し て,

米 国 企 業 側 は 抵 抗 を 示 さ な か っ た 。 な ぜ な ら,米 国 企 業 は こ の 産 業 か ら の 撤 退

を 急 い で い た か ら で あ る 。 鉄 鋼 業 に お け る 投 資 収 益 の ポ テ ン シ ャ ル が そ の 他 の

産 業 よ りは るか に 低 い こ と か ら,米 国 企 業 は で き る だ け す み や か に 鉄 鋼 業 か ら

手 を 引 こ う と し て き た 」5)。 ま た,リ ソ は 次 の よ うに も述 べ て い る 。 「提 携 し た

ア メ リ カ 鉄 鋼 企 業 の ほ と ん ど は,次 の よ う な 関 連 した 二 つ の ゴ ー ル に 向 か っ て

い る」。 「一 方 は,鉄 鋼 業 へ の 依 存 を 低 下 あ る い は 除 去 す る こ と で あ り,も う

一 方 は
,既 存 の 製 鉄 設 備 の 維 持 費 を可 能 な 限 り引 き 下 げ る こ と で あ る 」6)。 こ う

3)日 米鉄鋼資本 による共 同事業には,資 本参加お よび合弁企 業設 立 とい う二つ の形態が あるが,

本稿は,特 に区別の必要が ある場 合を除 さ,こ 才しら日米鉄鋼 資本に よる共 同事 業体 を一括 して表

現する場合にに 「合弁企業 」 としてい る。

4)レ オナル ド・H・ リン 「アメ リカに進 出する 日本鉄 鋼業」(rビ ジネス ・レビュー』34巻3号,

1987年2月,一 橋大学産業 経営研究所 編),Reona【dH.Lynn,「'MultinationalJointVentures

inTheSteelIndustry,"DavidC.Mowery,Editer.InternationalCollaborativeinU.S.

Manufacturing,1988.他 に,こ れ らの問題にふれ たキ要 な文献 として次 の ものがあげ られ る。

戸 田弘元 『現代世界鉄鋼業 論』(文 眞堂,1984年),同 『鉄鋼業 』(日 本経済新 聞社,工987年),平

沼亮 「環 太平洋圏における鉄鋼高炉業 界の現状 と展望」(野 村総合研 究所編 『日 ・米 ・韓 企業の.

経 営戦略』所収,ユ987年),八 木英夫 「日本鉄鋼 業の近未来一世 界鉄鋼業 の新 潮流を見据 えて」

(日本興業銀行 『興銀 調査』No.239,1988年5月),同 『い ま 「鉄鋼産劃 か ら日を離す な』(か

ん き出版,1989年),栗 原和 男 「米国鉄 鋼業の現状 と今後 の展望」(日 本鉄鋼連 盟r鉄 鋼界』1989

年7月 号所収),RaアHudson.DavidSadler,TheInternationalSteelIndustry,RoutLedge,

1989.ま た関連 資料 として,米 国議会下 院銀 行財政都市委員会の経済安定 小委 員会 に よる報 告書

「海外直接投資=米 国 における影 響」(米 国議 会調査局編著)か ら,プ ビッ ト・カ ンター 「米国鉄

鋼 業に対 する海 外投資」の要 旨翻訳が 日本鉄 鋼輸 出組合 『月報』1989年 ユ0月号}こ掲賊 されている

のをあげる ことがで ぎる。

5)レ オナル ド・H・ リン,前 掲論文(1987)42～43頁 。

6)ReonardH.Lynn(1988),OP.`菰,p.279.・
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して,リ ソにおいては,合 弁企業設立 はア メリカ鉄 鋼資 本が鉄鋼 産 業 か ら の

「撤退」 を進 め るた めに活用す る手段 として位 置づけ られる こととな る。

本 稿は,リ ソのこの見解 を全面的 に検討 する ことを目的 としてはい ない。む

し.ろ,こ うした見解 を検討す るた めに必要 な基礎作 業 とい う位置 づけ をもって,

合 弁企 業展 開の現状 を整理 し特徴 を分 析す るこ とを 目的 としてい る。 しか し,

結 果 的 には,.そ の基 礎的 な作業の範囲 にあ ってさえ,リ ソの見解 の一 面性 を指

摘 す ることは可能で あった。合弁企業設立 は,限 定 され た市場 においてで あれ,

そ の市場分 割競争におい てよ り有利 な地位 を占めよ うとするアメ リカ鉄鋼 資本

の積極 的な 目的 に貫かれ てい たの である。 以下,ま ず 日米鉄 鋼合 弁企 業の歴史

的展 開 を概 括 し,次 にそれ ら合弁企業 の展 開が もつ 特徴 の分 析へ と進 む。

II日 米鉄鋼 合弁企業の歴 史的展開

〔ナ.シ ョナル ・スチ ール〕

日本鉄鋼 資本 の対米進 出に先鞭 をつ けた のは,NKKで あ る。1984年9月,

NKKは ナ シ ョナル ・ス チール株 の50%をNIIか ら買収す る。 これ によって,

NIIの 鉄 鋼部門で あったナ ショナル ・スチールは,NIIとNKKと の 共同

経 営下 に涛かれ るこ ととなった。 グレー トレイ クス,グ ラニ ッ トシテ ィの二つ

の一 貫製鉄所 と ミッ ドウ ェス トの冷延 ・表面処理設 備を主 た る設 備内容 とす る

ナ シ コナル ・スチールは,す でに ウェア トソ製鉄所 を労働組 合に売却 し,ま た

グレー トレイクス製鉄所 の縮小が 開始 され ていた とはいえ,そ れ で も全米第6

位(粗 鋼 ベ ース)の 規模 を誇 る巨大資本 であった7)。 ア メリカ大 手鉄 鋼資 本の

生 産規模 お よび その序列 につ いては,表1を 参 照 していただ きたい。

85年,ナ シ ョナル ・スチールは グレー トレイ クス製鉄所 の エ コーズ 工 場に

EGL(電 気 亜鉛 メ ッキ・設備)を 新設 し,さ らに向 こう5年 間で12億 ドル とい

う巨額 の投資計画 を明らかにす る。投資 内容は,高 炉,コ ー クス炉,連 続 鋳造

7)戸 田弘元・前掲書(ユ984)325頁 にNII33よ びナシ臥ナル・スチールの概要が記されてい

る。また平沼亮・前掲論文(1987)は,高 炉メーカーの国際化を分析する一つの例としてNKK

によるナショナル・スチールへの資本参加を検討している。
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(資料)日 本鉄鋼連盟。

(出所)日 本鉄鋼連盟r鉄 鋼 統計要覧』各年版 よ り作成。

設 備の増設 など上工程か らの全般 的な設備近代 化を 目指 した ものであ った。投

資 資金 には主 と して 内部留保 をあてるが,設 備 の新増設 ・改 修にはNKKが 全

面 協力す るとされた8'。

90年4月,ナ ショナル ・ステ ー.一ル をめ ぐる株式の保有 に大 きな変化 が生 まれ

る。86年 以 降,NKKに 対 してナ シ ョナル ・ス チール株 の完全売却 の意 向を し

ヒセ
め し て い たNIIとNKKと の あ い だ に,両 社 の 株 式 保 有 比 率 をNKK70%と

NII30$Sと に 変 更 す る と の 合 意 が 形 成 さ れ た の で あ る 。NKKの 株 式 買 収 額

は1億4700万 ドル(約230億 円)で,NIIの 所 有 す る30%の 株 式 の う ち20%が

償 還 期 限 の 短 い 優 先 株 と 交 換 さ れ,こ れ が10年 後 に 償 還 され る た め,NE:Kの

持 ち株 比 率 は 将 来90%に ま で 高 ま る 見 通 し で あ る。90年6丹,出 資 比 率 の 実 際

の 変 更 と 同 時 に,NKKの 荻 原 興 吉 氏 が 会 長 兼CIO(最 高 経 営 責 任 者)と な

り,こ う し て,ナ シ ョナ ル ・ス チ ー ル の 経 営 主 導 権 は 完 全 にNKKの も の と な

っ た9)。

8)AmericanMetalMarket,1985.6.14.

9)「 日本経済新 聞」1990年4月26日 付夕刊,4月27日 付。80年 代初頭 か ら事業部 門の多角化 と再

編をすすめていたNIIは,結 局,ナ シ 日ナル ・スチールが短期的 な利益 の急拡 大を期待するに

適切 でない との判 断か ら,鉄 鋼部 門売却 によ り他事業部門再編 に必要 な資 金を獲得す ることを優

先 した ことにな るが,NIIの こ うした傾 向は,す でに提携後 のナ シ ョナル ・スチールの経 営方

針 をめ ぐって も現 れてお り,大 型 投資 の実現 を主張するNKKと の 間にはかな りの対 立があ った

とされ る。 尚,NIIがNKKに 対 して株式 の完全 売却 の意向 を示 した86年 には,ナ ショナル ・

スチ ール の社長がNII側 か らNKK側 に変更 され るな ど,す でに指導権 の一定 の変 更が行われ

ていた。
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〔L-Sエ レ ク トロ 。ガルバ ナイ ジング〕

次に進出す るのは住友金属工業 であ る。85年1月,住 友金属工業はLTVと

の 間にL-Sエ レク トロ ・ガルバ ナイ ジング(L-SEG)の 設 立 にかんす る合意

をえる。NKKが ア メ リカにおけ る一 貫製鉄所 の共 同経営者 とな 一.たのは対 し,

住 友金属工 業はまずEGLと い う下工 程設 備のみの経営 か らスター トした。出

資 比率 は住 友金 属工 業が40%,LTVが60%で,工 場はLTVの ク リーブラン

ド製鉄所 内におかれ,住 友金属工業 ・LTVそ れ ぞれが受注 した メッキ工程 を

賃 加工 してい る。 この合弁事業は,ジ ョーンズ&ラ フリソ社 か らの技 術協 力要

請 に住 友金属が こた えた ものが,同 社 のLTVに よ る買収 をへたの ちに結 実 し

た ものであ る1ωQ

〔アイ ・エ ヌ ・テ ック〕

日本鉄鋼資本最大手の新 日本製鉄 はイ ソラン ド ・スチ ール との間 に,新 日本

製鉄40%,イ ン ラン ド60%の 出資比率 で合 弁事 業 を開始 す る。87年1月,.両 社

は冷延鋼板工場 アイ ・エ ヌ ・テ ック(1/NTECK)の 新 設 で 合 意 し,酸 洗設

備,冷 間圧延機,連 続焼 鈍設 備 をもった工 場 をインディアナ州サ ウスペン ドに

置 いた117。 ナ シ ョナル ・スチ ールが 自動車 向け の薄板 を主力製品 とし,L-SEG

が 自動 車向け表 面処 理鋼 板設 備で あった の と同 じく,エ/NTECKも ま た 自動

車 向けの薄 板生 産 を目的 としてい る。新 日本製鉄 も住友金属工業 と同様、 まず

下工程 のみの経 営か ら在 米鉄 鋼生 産 を開始 して い く。

〔ア ームコ ・スチ ール ・カンパ ニー〕

アメ リカにおいて一貫製鉄所 を保持す る第二 の 日本鉄鋼資本 とな ったのは川

崎製鉄 で ある。88年11月,川 崎製鉄 はアーム コとの合弁事業 についての基 本合

意 を発表す る。提携骨子 は,ア ーム コが 自社:の普通鋼生 産拠 点 を分 離 し.そ れ

をアーム コと川崎製鉄 との新設企 業アー ムコ ・ろテ ール ・カンパ ニー(ASC)

が 買 収す る とい うものであ り,自 動 車向けの冷延 鋼板と表面処理鋼板の生産 を

,

ユ0)「 日機産 業新 聞」1989年2月21日 付 。戸田弘元 ・前掲書(1987)111頁 参照。

工1)戸 田弘元 ・前 掲書(1987)138～139頁 に1/NTECKの 事 業概要がやや詳 し く紹 介 されている.
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目的 としてい る。分 離す るのはアシ」 ラン ド,ミ ドルタ ウンの両製鉄所 で,生

産 能力は粗 鋼ベ ース で年 産440万 トンに達す る12)。89年 実 績489万 トンのナ シ ョ

ナル ・スチ ール に次 ぐ規 模の 日米鉄鋼 合弁企業 である、 出資比率 は川 崎製鉄40

%,ア ー ムコ60%で ス ター トしたが,89年7月 には川崎製鉄 の追 加出資 に よっ ㌦

て比率 を50%ず っ とす ることが決定 されてい る18)。

設 立直後 に総 額11億 ドルの設備 投資 計画 を発 表 していたASCは,ア シュラ

ソ ド製鉄所 の連続鋳造設 備建設 と ミドル タウン製鉄 所の第二EGL新 設 を柱 と

した,自 動 車用鋼板生産 の能 力拡大 と品質 改善 を目的 とす る設備投資 に着手 し

て いた が,90年 に入 り,さ らに大 幅な設備 更新 が開始 され る。約4億3000万 ド

ル を費や して,連 続焼鈍設備,CGL,真 空脱 ガス設備 な どの大 型設備 を新設

し,さ らに老朽化 した設備 の改造 を進 め るとい うものであ る。 また,90年2月

には,川 崎製鉄 とアーム コの研究部門 との問に技術 交流 契約 が結 ばれてい る。

これは珪素鋼板,ス テ ンレス鋼板 を除 く普通鋼鋼材 全般 を対 象 とす るもの で,

当 面は 自動車用 の表面処理鋼板 の高級化 に力を注 ぐとしてい る14)。

〔レSHエ レ ク トロ ・ガルパ ナイジソ グ〕

89年5月,住 友金属工業はLTVと の第二合弁 としてL-S且EGを 設 立 す る。}

L-SEGが アメ リカの ビ ヅグス リーに対す る表面処理鋼板 の供給 でフル操 業 を

続 ける状態 であ ったのに対 し,L-SIIEGは 対 米進 出を果た した 日本 自動 車資

本 の要 請に こた えることを直接の 目的 と してい る。L-SEGに お ける住友金属

工 業の出資 比率 が40%で あ ったの に対 し,L-SHEGは 折 半出資 となって お り,

さ らに,L-S皿EGに お ける初期 投資 約2億 ドルの うち住友金属工業側の 出資

が1億7500万 ドルにのぼ るな ど,L-SEGに 比 べ住 友金属工 業の主導性が よ り

12)「 日本経晴新 開」1988'f11月18日 付,11月22日 付。 アームコは米 国の日本車 メーカ・一との取 引

が少 な く.日 本 の鉄鋼資本 との提 携で この分野への進 出を目指 して いた。

13)「 日本経済新 聞」1989年7月6口 付。新規 投資分 ユ47500万 ドル は,全 額設備投資 に振 り向け

られ,現 地進出 した 日本車 メーカー用表面処 理鋼板の量 産体制 を整 えることに費 やされ る。 これ

ら新 鋭設備関連 の技術 は全画 的に川 崎製鉄が供与す るとされ る。

14)「 日経産 業新聞」1989年5月20日 付,1990年2月26日 付。 「日本経済新聞」1990年8月18日 付 。
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強化 された形 での提携 内容 とな ってい る15)16)。

〔USS/コ ウペ ・スチ ール ・カンパニー〕.

第 三 の大型提携 は,ア メ リカ鉄鋼資本最大手のUSXと 神 戸製鋼所 とのあい

だに成立 した。89年5月 の正式調印で設立 されたUSS/写 ウ ペ ・スチ ール ・カ

ンパ ユーがそれ であ る。両社 の折 半出資 によるUSS一 コ ウベに,USXの ロ レ

イ ソ製鉄所(オ ハイオ州)を 買収 して共同経営す る。 ロレイ ソ 製 鉄 所 ば,棒

鋼,線 材,シ ームレスパ イプな どを粗鋼 ペース年産230万 トン規模 で生産 す る

USXの 主 要工場の一つ であ り,USXに とっては唯一 の棒鋼生 産拠 点で ある。

自動車向けの表面処理鋼板以外 の生産 目的 をもった初 の 日米鉄鋼 合弁企 業 の出

現であ った。

USS一 コ ウベは,老 朽化 した ロレイン製鉄所 の再生 のために,神 戸 製鋼所

主導 で,連 続鋳造設備 の新設,圧 延設 備の改造,検 査設備の強化 な どの大規模

投資 を開始 している。棒鋼 ・線材 はUSS一 コ ウベが販売す るが,鋼 管 はUSX

が 販 売 を肩代 わ りす るとされ る。89年9月 には,自 動車 向け な どの高級棒鋼技

術 を供与す るために,神 戸製鋼所 側の 出向社員が増員 され,ま た89年12月 に ば

日系 自動 車 メー カーへの高級棒 鋼供給 を直接の 目的 とした500億 円 の設備 投資

が行 われ てい る。ア メ リカで の部 品(素 材)調 達率 の引 き上 げを急 ぐ自動 車 メ

ー カーの需要 に応 えようとす る行動で ある17)。

〔DNNガ ル バナイ ジング〕

89年7月,NKKと ナ ショナル ・スチーノレは,カ ナダ第2位 の鉄鋼 資本 ドフ

15)「 日本経済新聞」1989年3月24日 付,5月12日 付,1990年4月11日 付。 「日経産業 新聞」1990

年9月26日 付。住友金属工業は,LTVス チ ールに生産技術 を提供 し,92・93年 をめ どに表面処

理鋼 板の原板 をLTVで 生産す る との計画 を発表 してい る。 これは,L-SIIEGで 使 用す る高品

質原板の生産 をLTVに 委託 しよ うとす る もので,こ れ を機に両社は鋼材生産技術 の幅広い分野

で協 力関係 をつ くるこ とにな る。

16)WallStreetJournal(1990.11.16)は,住 友 金属工業がLTVの 鉄鋼部門 であ.るLTVス チ
ール の買収 を検討 している と報道 している。 ここには,そ の実現の如何 にかかわ らず,住 友 金属

工業が在米鉄鋼生産 をよ り拡大 しようとの意欲 をもって いるこ とが示 され ている。

17)「 日本経済新聞」1989年2月14p付,2月15日 付,ユ2月7日 付。 「日経産業 新聞」1989年6月

2日 付,9月6日 付。.
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アス コ(89年 現 在,粗 鋼年産404万 トン,国 内シ ェア26.1%)と3社 合 弁の 自動

車 向け表面処理 鋼板 工場 新設 で合意 した。新設 され たDNNガ ル バナイジ ング

は,ド ファス コ50%,NKK40%,ナ シ ョナル ・スチ ール10%の 出資比率 で,

年 産36万 トン規模 のCGL(溶 融 亜鉛 メッキ鋼 板設備)を,93年 初 頭 の営業開

始 を目標 と して建設 して いる。冷延鋼 板の供給 は ドファス コ,ナ シ ョナル両社

か ら受け(供 給比率1対1),こ れ をDNNが 加工 して再 び両社 に も ど す委託

加工 メーカ ーとしての役割 を果たす。 自動車の外板 ・内板 向けに的を しぼ った

高級表面処理鋼板 の生産 が 目的で ある。

ナシ ョナル ・スチ ールの表面処理設 備は アメ リカでも古い方 に入 り,NKK

は 最 も品質要求が厳 しい 日本 の 自動車用外板 には手がだせない状態 だ ったが,

DNNの 設 立に よ りこの制限は取 り払われ ることとなる。 これ に よってナ シ ョ

ナル ・スチ ールの溶融亜鉛 メ ッキ鋼板生産能力は約2割 増 え,年 産1ユ7万 トソ

となる。 これ は 日系鉄鋼 メーカーとしては最大で ある】8>。

〔アイ ・エ ヌ ・コー ト〕

89年9月,新 日本製鉄 とイ ンラン ド ・スチール との第二 の合弁企 業 アイ ・エ

ヌ ・コー ト(1/NCOAT)が 設 立 され る。表 面処 理鋼 板の製造販売企業 である。

1/NCOATは.年 産45万 トンのCGLと 年 産36万 トンのEGLと を護備 内容

とし,両 社 の第一 の合 弁企 業 である1/NTECKに 隣 接 して建設 され る。完成

し次 第,1/NCOATは1/NTECKか ら原 板供 給 を受け る予 定 である。 出資

.比 率は.1/NTECKが 新 日本 製鉄40%で あ った のに対 して,1/NCOATは 折

半 とな.ってい る。初期 投資2億 ドル の うち1億6000万 ドル を新 口本 製鉄 が負 担

す るな ど19),1/NTECKの 事 例 と比較 して,提 携関係 におけ る新 日本製鉄 の

比重が高 まってい るこ とが確認 され る2ω。

18)「 日コ伝経済新聞」1989年7月26日 付夕干U,7月27口 付。 「口紐産業新聞」1989年7月27口 付D

尚,NKKは,89年4月 にドファスコと向こう5年 間にわたる全設備の操業,保 全などについて

の技術協力協定を締結していた。

19)「 日本経済新聞」1989年9月13日 付。 「日経産業新聞」1990年4月25日 付,9月26日 付。

20)「 日本経済新聞」1989年12月19日付夕干9,1989年12月20日付,1989年 ユ2月28日付,1990年5月

工日付。「日経産業新聞」1989年12月20日付。89年7月,新 日本製鉄と,インランド・スチール/
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〔プロテ ック ・コーティング〕

90年3月 には,神 戸製鋼所 とUSXと の あいだに第二 の 合 弁 企 業 プロテ ッ

ク ・コーテ ィングが設立 され,自 動車 向け表面処理 鋼板 の生 産を始め る契 約に

正式調 印した。 これ によ って,日 本 の高炉 大手5社 すべてが,ア メ リカに 自動

車 向け表面処理鋼板 の生 産拠 点を もっ こととな った。工 場お よび本社 はオ ハイ

オ州の りープシ ックに置 き,資 本 金は設けず必要資 金 を互い に もちよるパ ー ト

ナ ーシ ップ方式 で運 営され る。工場 の生産能力は年産54万 トン。約2億 ドルを

か けてCGLを 建 設 する。原 板は原則 としてUSXが 供 給す る2-)x2)。

〔ベス レヘ ム ・スチ ール〕

最後 に,ア メ リカ鉄鋼 大手 の中 で唯一 日本鉄鋼資本 との合 弁企 業 を も たな

いベス レヘ ム ・スチ ール の動 向につい て,必 要 な限 りで ふ れ て お く。88年10

月,ベ ス レヘ ムはNKKか ら 日産 自動 車が採用 してい る有機 複 合 メ ッキ鋼板

(DURA)の 製 造技術 の供与 を受け てい る28)。続 いて89年,ベ ス レヘ ムは独

＼'イ ンダス トリーズ(1S1)は,株 式 の持 ち合い を実施 した。提携 強化が狙い で,双 方が相手の

株 式 を流通市場 から約1500万 ドルずつ取 得 してい る。 また,89年12月,新 日本 製鉄はISIに 資

本参加 を行 ってい る。ISIは 新 日本製 鉄に⊥8万5000株 の優先株 を発行。 この優先株 には年9.48

%の 配当が保証 され,7年 後に8万5000株,10年 後 に残 りの10万 株 を買い もどす条件がつ けられ

てお り,事 実上,新 日本製 鉄か らのISIの 長期借 入 としての性 格 をもつ。ISIは,こ れ によ

って得た1億8000万 ドルを原資 として,90年3月 までに自社 普通株 の4.25%を 取得 している。

21)「 日本経済新 聞」ユ990年3月16日 付。 「日経産業 新聞」1990年2月26日 付1991年1月 ユ8日付 ・

当初,社 名 は 「アズテ ック ・コーチ.イング」 と発表 されていた。

22)「 日経産業 新聞」1990年11月1日 付。 「日本経済新 聞」1991年2月4日 付。90年10月 にUSS

(USXの 鉄鋼 部門)を 子 会社 として分離す るこ とを決 定 したUSXぽ,91年2月,USSの 株

式 を分離 し,鉄 鋼事業 の業績だけ を配 当などに反映 させるスチ ール ・ス トッ ク(USX鉄 鋼株)

の発行 を決定 した。 この動 きの直 接の きっか けは,大 株 主カ ール ・アイ カーンが90年 春の株主総

会 で,低 収益 の鉄鋼事 業分離 を求 め,91年 の総会で もさらに分離圧 力を強 めよ うと してい た こと

にある。 スチール ・.ストッ ク発行 はアイカー ンの要求を満足 させ るもの であ り,同 時 にUSXと

アイカー ンとは7年 間の株 買い増 し禁 止な どを盛 り込んだ協定 に合意 した。 尚,ス チール ・ス ト

ック発行 の理 由 としては,他 に,エ ネ ルギ ー事業 の収益 体質 好転に よってUSXの 株価 を一気に

鉄鋼事業 の収益 悪化 にもかかわ らず新労働協約 で譲歩す る姿 勢 をみ引 き上 げ ようとする狙 い と,

せない全米鉄鋼労組(USW)へ の対 策 とが指摘 される。

23)「 日.本経済新聞11988年10月27日 付 。NKKが,ナ シ ョナル ・スチールにおけるDURA生 産
N工1側 のを行 わずに,ベ スレヘ ム ・スチ ールへ の技術供 与 に踏み切 った理 由の一 つ と し て,

DURAは 亜 鉛ニ ッケル合 金を鋼板にDURA生産 に対す る関 心の薄 さが あげ られてい る。尚,

電気 メッキ した後,そ の表面 に有機被 膜を塗 装 し,そ れに よって防錆効果 を高 めた表面処 理鋼板

であ る。
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自の 増産 ・近代化投資計画 を発表 し,自 動車 向けのCGLと 自動 車向け以外の

表面処理鋼板設備2基 を新設す る とした。 また,89年9月 には,イ ンラン ド・

スチ ール との合弁事業 として行 っていたEGLの 出資 比率お よび供給比率 を,

そ れぞれ ベスレヘム優位 に変更す ることでイ ンラン ド側 と合意 した。 これは,

新 日本製鉄 とのあいだで1/NCOATを 新 設 す るのに と もない過剰 となるイソ

ラ ン ドの設備 を,ベ ス レヘ ムがイ ンラン ドか ら買収す る とい うもの である。 こ

うして,ベ ス レヘムの 自動 車向け鋼 板の生 産能力は3倍 近 くふ え,年78万 トソ

規模 にふ くらむ こととな る。 日米鉄鋼 合弁企 業の新設は,自 動車向 け表面処理

鋼板市場 の争奪 を焦点 として進 展 してい るが,ベ ス レヘ ム ・スチ ールは単独 で

これに対抗 す る構 えであ る292感,。

III日 米鉄鋼合弁企業の基本的特徴

以上 にみた 日米鉄鋼合弁企業 の展開 は,図1の よ うに整理 され る。 ここでは,

そ の基本的特徴 を分析 して い く。

第一 に指摘 され るべ きは,ベ ス レヘ ム ・スチ ール を除 く日米鉄鋼 大手のすべ

てが合弁企業 を もつ とい う提携 の横並 び的性格 と,そ の横 並 びが84年 か ら89年

までのわずか6年 間 に一挙 に実現 され うとい う展 開の急速 さとで ある。合弁新

設 の正式調 印の年 を整理 してみ る と,84年 の ナ シ ョナル ・スチ ール を最初 とし

て,85年L-SEG,87年1/NTECK,89年ASC,DNNガ ル.・ミナイジソ グ.

L-S■EG,USS一 コ ウペ,1/NCOAT,90年 プ ロテ ック ・コーテ ィン グと続 く。

最後 の プロテ ックは神戸製鋼所 とUSXと.の2番 目の合弁企 業で あるか ら,べ

24)「 日本経済新 聞」1989年9月8日 付。 「日経産業新 聞」199工年1月28日 付。9ユ年 工月現在,ベ

ス レヘ ム ・スチ ールはイギ リスの ブリテ ィシュ ・スチ ール とのあい だで鋼材製版の合弁交渉 を行

ってい る。交渉 内容 は,ペ ンシルベ ニア州の ベス レヘム とステ ィール トソにあ る既 存 工 場 を 再

編 ・近代化 し.鉄 道 レールや構 造材 を生産 ・販売す る折半 出資の合弁企 業 を新設す るとい うもの

で ある。正式調 印は近い と見 られてい る。

25)以 上 に整理 した 日米鉄鋼 合弁企業の他 に,ア メリカにおけ る同種の国際合弁企業 として,US

Xと 韓 国の浦項 綜合製鉄 との合弁企業 であ るUPI(USS-POSCO]INDUSTRY)が あげられ

る。 これ はUSXの ピッツバー グ工場(冷 延専用工場)を 折 半出資 の合 弁事業 として経営す る も

の である。戸 田弘元 ・前掲書(1987)239～240頁 および平 沼亮 ・前掲論 文(ユ987)178頁 参照。
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ス レヘ ム ・スチ ール を除 く日米鉄鋼大手の提携 は,84年 か ら89年 に かけてのわ

ず か6年 間に一挙 に展 開 され たこととなる。 アメ リカ鉄鋼市場 の分割 をめ ぐる

日米鉄鋼資本 の競 争 こそが,こ の合弁企業 の横並 び とその展 開の同時 性 を生み

出す原動 力 であ った26,。

指 摘 さるべ き第二 の特徴は,合 弁企業が いずれ も自動 車向け市 場 にその焦点

を絞 ってい ることで ある。 よ り厳密 にいえば.USS一 コウペが 自動 車 向 けの

棒鋼生産 を主 力 としてい る他,す べて の合弁企業が 自動 車向けの表面処理 鋼板

市場 に焦点 を絞 って いるP7)。

USS一 コ ウベ を除 く8件 の提携 の うち,1/NCOAT,DNN,L-SEG、L-S■EG,

プ ロテ ックの5件 は それ ぞれ表面処理 を 目的 とした設備 のみ を備 えてお り,対

象はいずれ も自動車 向け の表面処理鋼板市場 に限定 され てい る。 残 り3件 の う

ち,ま ず1/NTECKは,先 に述 べた ように1/NCOATへ の原 板供 給 とい う

機 能 をつ うじて 自動車向 けの表面処理鋼板生産 に直 結 させ られてい る、他の2

件 のナ シ ョナル ・ス チール とASCは,一 貫製鉄所 であ るとい う性格か ら最終

鋼材 の多様化は不可避 であ り,そ れが表面処理 鋼板 に限定 されてい るわけ では

ない。 しか し,そ もそ もの設立 目的が 自動 車向けの冷延 鋼板や表 面 処 理 鋼 板

の生 産 にあ るASCは.合 弁後た だちに ミドルタ ウン製 鉄所 に36万 ト ン級の

.26)日 米 鉄鋼合弁企業 がア メリカ国内に成立 す るとい うことを,日 米鉄鋼 資本双 方の協調関係の展

開 とのみ とらえる見方は極めて一面的 である。 それは,第 一に 日本鉄鋼資本 による在 米鉄 鋼生産

の開始 が,全 体 としてはア メ リカ鉄鋼資本 か ら日本鉄鋼資本 への市場 の割譲 を意味 す ること,第

二 にその割譲 された市場の分割 をめ ぐる日本鉄鋼 資本相互の競争 と,割 譲 され る市 場の拠 出を め

ぐるア メリカ鉄 鋼資本相互 の競争 とが個 々の合弁企業 におい て統一 され,そ れ らの競争が合弁企

業 相互 の競争 として展開 されて いるこ とを,そ れぞれ看過す る見解 といえる。

27)野 口満 ・吹沢 一徳 ・神戸克典 ・熊 田正隆r自 動 車の新素材』(冬 樹社,1990年)23～25頁 に よ

れ ば,自 動車 向けの表面処 理鋼 板の種 類は,「 処理の方法 か ら分類 して,溶 融 め っき法 ・電気 め

っ き法 ・塗 装法 に分 け られ る。 処理層 の種 類 として,亜 鉛 ・アル ミニウム ・塗 装 ・鉛一錫(Pb-

Sn)合 金に分 け られ る」 が,「 アル ミめっ きは排気系 のサイ レンサー回 りに,Pb-Sn合 金は燃

料 タ ンクに とほぼ用途が決 まってい るので,車 体 としては亜 鉛め っき(溶 融 ・電気)と 塗 装が主

体 となる」。 表 面処理鋼板 はそ もそ も 「主 に北米におけ る凍結防止用 の散塩布 に対 してボデ ィー

の腐食 を防止するために採用が始 まった」 もので,「 最 近では 自動車 メーカーは積極 的に錆の保

証期 間を打 ち出 し,品 質競争の道具に さえなるに至 り,表 面 処理鋼板 の使 用量1よボデ ィー用鋼 板

の約半分 を占める とまでい.われ るように」 な っている。
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EGLを 新 設 し,さ らに新た なCGLの 建 設を開始 するな ど,自 動車向けの表

面処 理鋼 板生 産能力 を着実 に増強 してお り,ま たナ ショナル ・スチール も,85

年 の グレー トレイクス製鉄所 にお けるEGLの 新 設 や89年 のDNNの 設立 をつ

うじて,日 系鉄鋼 メーカーと して最大 のCGL能 力 を獲 得す るに い た ワ てい

る28)。 日米鉄 鋼合弁企 業 の当面の 目的 は,表 面処理鋼板市場 を中心 とす る自動

車 向け市場 の分 割におけ る競争力 の強化 にある。

第三 の特 徴は,合 弁企 業の保有す る設備 内容 の二極化 であ る。 ナシ ョナル ・

スチール,ASC,USS一 コ ウベが,そ れぞれ一貫製鉄所 を保有 す る のに対

し,L-SEG,L-SING,1/NCOAT,1/NTECK,DNN,プ ロテ ックは,い ず

れ も冷延設 備以下 の下 工程 設備のみ を保有 して いる。進 出す る日本鉄 鋼資 本の

側 か ら見れば,こ の二極 化は,直 接的 には,過 大 な リス ク負担 を回避 したい と

い う衝動 と,高 品質 の最終 鋼材生産の ため には上工程か らの設備 更新 が不 可避

であ るとい う技 術上 の必要 との相剋の所産 とい える。

しか し,合 弁企 業相互 の競争が本格化すれば,そ れは価格競争 および品 質競

争 として展 開す ることを不 可避 と し,上 工程か らの設備更新 は品質競 争に うち

かっために必要 な条件 と して の,そ の必要性 を高めていかざ るをえない。住友

金属工 業に よるLTV買 収 の動 き も,こ うした現実 の競 争関係 に促迫 され た も

の として とらえ一る必要が あ り,他 方,1/NTECKの よ うな冷延鋼 板工場 の存在

や,住 友金属工 業のLTVに 対 す る高 品質原板生産技術 の提供 な ども,最 終製

品であ る表面処理鋼 板の品質 を高 める ことを 目的 と してお り,同 様 の競争 関係

に よって促迫 された動 ぎとい える29>。

第 四の特徴 は,合 弁企 業におけ る出資比率の対等化 と,合 弁企 業の設立 を契

28)ナ シ ョナル ・スチ ールはNKKに よる資本参加 を受け た当時,す でに 自動 車 メー カーや家電 メ
ーカ ーを主 な供給先 とする薄板生 産に特 化 してお り,そ の薄板 の品質 ・生産 コス トを左右す る連

続鋳造 比率 の高 さが,NKKの 資本参加 を促す 一つの要因 となって いた。 平沼 亮 ・前 掲 論 文

(1987)208頁 参照g

29)「 日経産業新 聞」89年10月21日 付。表 面処 理鋼板設備 を保有 しなが ら原板生産 におけ る提擁関

係 を もたない企業 はプ ロテ ックのみであ るが,USXの 供給す る原板が 日系自動 車 メーカーへの

納入 を可能 とする品質 を維持で きるのか との 懸念が もたれている。
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機 と した親資本相互 の提携 関係の一層の展開で ある。9件 の提携 の うち,出 資

比率 が対等 ではない形 でスタ ー トした もの に,L-SEG,1/NTECK,ASCが あ

る。L-SEGお よび1/NTECKは,そ れ ぞれ住 友金属工 業 とLTV,新 日本製

鉄 とイ ンラン ドとの第一合弁 であ り,い ずれ も日本 側の出資比率が40%と な っ

ていたが,両 者 の第二合弁 であるL-S■EG,1/NCOATで は 双方 と も折半出

資 となってい る、 また.川 崎製鉄40%で 設 立 され たASCは,先 に見た よ うに,

川 崎製鉄の追加出資 によって出資比率が変更 され,折 半 出資 とな ろてい る。

合 弁企 業設立 を契機 とした親資本相互 の提携関係 の展 開は,次 の よ うに大 き

く三つに分 類す ることがで きる。一つは,新 日本製鉄 とイ ン.ラン ド,住 友金属.

工 業 とLTV,神 戸 製鋼所 とUSXに 見 られ るよ うに,そ れ ぞれ 第二 の合弁企

業 を もっ とい う形態で提携関係 を拡大 しているケースであ る。NKKと ナ シ ョ

ナル ・スチ ール とが ドファス コとの間 に合弁企業 を もつ とい う関係 も,そ の提

携 の時点では,NKKとNlIと の関係 の発展 として,こ こに分類 す ることが

で きる。二 つは,技 術交流の展開 とい うケースである。川崎製鉄 とアー ムコは

研究部 門の技 術交 流契約 を結 び,神 戸製鋼所 とUSXも 鉄 鋼事業 に限定 され な

い広範 囲の技 術交 流で合意 してい る30)。 また,住 友金属工業 とLTVス チ ール

も,L-SUEGに お け る原板技 術の提 供 を契機 に,鋼 材生産技術 の広 い分野 で

協力関係 をつ くるとしてい る。三つは,イ ンラン ド・スチ ール の親会社 であ る

イ ソラン ド ・スチ ール ・イ ンダス トリーズ(ISI)と 新 日本製鉄 との問に見

られ る,資 本参 加 とい う形 態での事実上の長期貸付 の実施,お よび株式 の相互

持 ち合 い とい うケ ースであ る。

これ ら提携 関係展 開の形態 は多様 であ るが,一 般 に合弁企業 の設立は,提 擁

しあ う資本相互 の利害 の共有 を長期 に渡 って固定化す ることによ り,そ の後 の

提携関係 の拡大 ・緊密化 を もた らす こととなる81)。

30>「 日経産業新 聞」90年2月26目 付。 神戸製鋼所 とUSXと の技術交流 については,具 体 的 には,

神戸製鋼所 が製鉄 ・製鋼 な どの製 鉄分 野での最新技術 を,USXは チタ ン関連の技術 を出す もの

と見 られ ている。

3工)リ ン ・前掲論文(1987)33頁 に80年 代初頭 における 日米鉄鋼資本の技術提携の紹介 があるが,/
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特徴の第五 は,日 米鉄鋼資本間 の技術水準 の格差 を反 映 して,新 設 ・改修な

ど設 備投 資 にお ける主導性 を 日本側資本が握 ってい るとい うことであ る。 日本

に鋼 管生 産設備 を保有 しない神戸製鋼所がUSS一 コ ウベにおいて鋼管生産の ノ

ウ　 ウを学 んで いるが,こ れ がアメ リカ鉄鋼資本 か ら日本鉄 鋼資 本への技 術の

流れ のおそ らく唯一 の例 であ り,表 面処理鋼板生産技術 をは じめ他の分野 にお

いては,圧 倒 的 に高 いレベル にある 日本側 の技術や 日木 製の生産 設備 がア メ リ

カ側に一方的に供給 され るこ とになってい る82)。

最 後 に,合 弁企 業 それ 自身 の特徴 ではな く合 弁企 業相 互の関係 の特 徴に なる

が,そ れ らの競争が表面処理鋼板生産 における過剰生産 能力の形成 を招 きつつ

あ る点 についてふれ てお く。神戸製鋼所が プロテ ック設 立に際 して示 した試算

に よれば,日 系 自動車 メーカーが フル操業 の体制 に入る92年 までに,新 た に稼

働 す る日米合 弁企 業 の表面処理鋼板能 力は,EGL年 産 ユ01万 トン,CGL年

産135万 トンで合計236万 トソであ るの に対 し,92年 ま での表面処理鋼 板に対す

る需要 の伸 びは180万 トンにす ぎない。 ベス レヘ ム ・スチ ールの よ うに単 独 で

表面処理鋼板生 産能 力 を高めてい る資本 を も考慮 に入れれば,生 産能 力過 剰の

見通 しは一層 明 らか とな る。神戸製鋼所は 「日系鉄鋼 メーカーの製品 は競 争力

が高いので,消 化に問題はな い」 とす るが,た とえ一そ うであ った にせ よ,そ う

した決着 がつ くまでの過程 が 「最:高級品質 の鋼板 を低価格 で販売す る競争 にな

る」 のは確実 と見 られ る88)。合 弁企 業 にお ける設備 の新設 ・更新や,親 資本相

互 の提携 関係 の発展 ・緊密化が急がれ る背景 には,表 面処理鋼板市場 の分割 を

め ぐる競争条件 の こうした厳 しさがあ る。

＼ それ は,合 弁企 業設立 にいた ら諏時点での技術提携が その提携 相手 を固定 しない ことを示 してい

る。

32)日 米合弁企業 が設 立 され始め るユ984年の時点 で,EGLを 保有 していたア メ リカ鉄 鋼資本はU

S入 テ ール(ゲ ー リー製鉄所)の みであ った。通商産業省基礎産業局監修 『新世 代の鉄鋼業に向

けて』(通 商資 料調査会,1987年)は,日 本鉄鋼資本が国際的 に優位 に立 つ製品 として,自 動車

用防錆鋼板 〔CGL〕 と自動 車用電気亜鉛 メ ッキ鋼板 とをあげている。 尚,ア メ リカ鉄鋼資本に

おけ る国際競争 力低下 の要因については,戸 田弘元 ・前掲 書(1984)310～317頁 を参照の こと。

33)試 算 の数値 および証言 については,「 日本経済新 聞」89年9月8口 付,「 日経産業 新聞」89年

11月21日 付。
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Ivお わ り に

冒頭に紹介したリンの見解に立ちかえるならば,合 弁企業 をアメリカ鉄鋼資

本が鉄鋼産業か ら 「撤退」するための手段 ととらえるその見解は,こ の合弁企

業 をつ うじてこそ自動車向け市場における地歩を拡大 しようとす る,ア メ リカ

鉄鋼資本の鉄鋼産業における能動性をとらえ得ない見解であることがわかる。

これが,本 稿の限定 された検討の範囲での リンの見解に対する評価である。

ところで,リ ン自身が 「この産業からの撤退 を急いでいたから」と回答を与

えたところの問題 すなわち 「なぜ米国は,日 本鉄鋼業の進出をすんなりと受

け入れたのか」 とい う問題に明快な回答を与えるには,さ らに次のよう.な問題

群への分析を重ねることが必要である。それは,ア メリカ大手鉄鋼資本が日本

鉄鋼資本 との合弁企業の設立とい う経営戦略を余儀なくされ るにいたる歴史的

過程の分析3の,ア メ リカ鉄鋼資本 における多角化戦略の展開およびその成否と

現時点での鉄鋼産業の位置づけの分析,さ らに 日米鉄鋼資本の競争の展開 とい

う視角からすれば.合 弁企業の設立によるアメ リカ鉄鋼市場 の分割をめぐる日

米鉄鋼資本間の競争構造の変化の分析などである。 日.米鉄鋼合弁企業の展開と

その特徴を整理 し分析する本稿が,上 のように リンの見解に対する一定の評価

を導いているとはいえ,そ の全面的な検討に必要な基礎的かつ部分的な作業の

遂行 として位置づけられるのは,こ うした理由によるのである。今後の課題 と

したい。

(1991年4月 稿)

3の この論点 に関 しては,「 鉄 鋼産 業におけ る日米合弁企業 の設立一 日米鉄鋼 資本 におけ る合弁企

業実現への諸条件 の成熟過程」(京 都大学経済論集編集委 員会r京 都大 学経 済論 集』第3号,1991

年8月)が す でに公表 されている。参照願いたい.


